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専修大学における本格的な会計学教育・研究の歴史
は，1917年（大正 6年）に専門部にわが国最初の計
理科が設置されたことに始まる。当時は「会計学か計
理学か」の有名な論争があり，本学の「会計学研究
所」の前身である「計理学研究会」が「計理学」を主
張したことが「計理専修」と言われる所以である。
戦後の新制大学においては，1968年（昭和 43年）
に，他大学に先駆けて商学部に会計学科を増設した。
このように本学は，計理科設置以来今日に至るまで，
わが国における会計学教育・研究の先達として常に学
界をリードし，多数の有為な人材を輩出してきた伝統
校である。
しかるに近年，会計学科を取り巻く環境が大きな変
容を示し，本学会計学科がわが国の会計学教育のリー
ダーたる地位にあって今後もその使命を果たすには，
会計教育体制を抜本的に革新する必要がある。
そこで，本稿においては，専修大学創立 130周年及
び会計学科創設 40周年を迎えるにあたり，第 2の現
実として「会計の専修」として復活するため，今後，
専修大学において「社会知性」の開発を具体化するこ
とのできる会計教育体制として「会計学部」，さらに
会計専門職大学院「会計研究科」の創設を提案した
い。
．会計教育の現状と「会計学部」創設の必要性
1．会計学科を取り巻く環境の変化
会計学科を取り巻く状況変化の第 1は，会計学が対
象とすべき範囲が拡大し複雑化しており，これを商学
部の中の一学科で扱うことが，必ずしも効果的とは言
えなくなってきたこと。その第 2は，商学部が抱える
内容と目的が多様になってきたことによって，商学部
における会計学科ではかえって教育目的が，外部特に
受験生にとって理解しにくくなったこと。さらに，受
験生の志望校選択肢は学部単位に置かれ，彼らに学部
として会計学を志望し選択する際の指標を，具体的に＊ 専修大学商学部教授・会計学研究所長
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明示する必要があると認識せざるを得ない状況下にあ
ること。その第 3は，会計専門職大学院設置の社会的
要望とともに，学部教育との一貫した教育によって更
なる成果を期待できると思われること。その第 4は，
本格的な国際化を迎えた企業社会が，幅広い会計・経
営的知識を持った会計に強い人材を多方面で求めてい
ること。会計学科創設当時は，私立大学では専修大学
商学部，中央大学商学部，日本大学商学部だけであっ
たが，近年，そのような需要を反映して，会計に関す
る学科の設置が増える傾向にある。たとえば，立教大
学経済学部会計ファイナンス学科，明治大学経営学部
会計学科，東洋大学経営学部会計ファイナンス学科な
どである。さらに，学部としての設置についての動き
も見られるところである。たとえば，中央大学では新
学部構想として「会計学部」が検討されている（「中
央大学新聞」1213号，2008年 7月 10日）。また，名
古屋商科大学では会計ファイナンス学部がすでに設置
されている。その第 5は，商学部会計学科では，意思
決定における独自性や迅速性に欠けることである。前
述した状況変化の第 1の理由により，会計学で取り扱
う内容は肥大化しつつあり，また変化のスピードも速
い。このような現状のもとでは，教育内容をはじめ受
験生対策なども含めて，比較的小さな学部としての機
動性あるタイムリーな意思決定が重要となる。
以上の状況を鑑みて，会計教育の新たな使命を遂行
するため，新学部としての明確な戦略と特徴を創造し
うる「会計学部」の創設が必要とされるのである。
2．会計教育の現状と社会的要請
2005年度に施行された会計学科カリキュラム改革
により，履修モデルコースを充実させて，会計学関係
に関心を持つ学生への対応を図って今日に至っている
が，会計をめぐる情勢変化は近年とみに激しく，会計
ビッグバン（会計制度の一大改革）に伴い，会計基準
の国際化のもとで，時価会計，連結会計，税効果会
計，減損会計，退職給付会計，キャッシュフロー会計
等の諸改革が行われた。また，企業価値創造の視点等
からの管理会計分野の研究も日進月歩である。かかる
潮流に即応するには，従来の会計教育を踏襲するのみ
では十分ではない。さらに，近年，企業における会計
機能と会計倫理の低下が露呈し，国際経済・経営の時
代に相応しい国際標準に合致した会計基準のもとでの
会計教育の必要と，それによる高度専門職の養成が，
改めてわが国産業界の喫緊の課題となっている。
ここに高度専門職としての公認会計士及び税理士へ
の新たな期待と課題が大きく浮上し，これとの関連
で，大学における会計教育の刷新が強く求められてい
ると思われる。「会計学部」には，このような社会的
要請に十分応える教育内容と専門職業会計人の養成が
求められているのである。
また，会計の高度化・複雑化に伴う会計教育の充実
化の必要性は，企業における会計スタッフの養成につ
いても等しく言える。これに対しては，専門性と国際
性，更には情報能力という三本柱を重視する対応が必
要である。
本学の会計学科の教育は，全国有数の陣容を誇る会
計スタッフのもとで，充実したカリキュラムによって
なされており，これを前提にした「会計学部」への発
展的な改革は，会計知識を有する企業の会計スタッフ
の育成にとどまらず，会計の理論と技能を体系的かつ
専門的に身につけた専門職業会計人の育成に多大な貢
献をなすものと思われる。
．高度会計専門職教育と専門職大学院「会計研
究科」創設の必要性
1．大学院における会計教育の現状と課題
（1）専門職大学院
大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，その
深奥をきわめ，又は高度の専門性が求められる職業を
担うための深い学識及び卓越した能力を培い，文化の
発展に寄与することを目的としている（学校教育法第
99条第 1項）。大学院のうち，専門職大学院とは，学
術の理論及び応用を教授研究し，高度の専門性が求め
られる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を
培うことを目的とするものであり，高度専門職業人の
養成などを行うものである（学校教育法第 99条第 2
項）。主な専門職大学院には，法科大学院・会計専門
職大学院・技術経営大学院・ビジネススクール・公共
政策大学院・知的財産大学院などがある。
特に，専門職大学院であって，法曹に必要な学識及
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び能力を培うことを目的とするものは法科大学院
（ロー・スクール）と呼ばれ，修了者には法務博士の
学位が授与され，司法試験を受験できる。また，会計
分野を中心に展開する公認会計士など会計専門職の資
質と能力を培うことを目的とするものは会計専門職大
学院又は会計大学院（アカウンティング・スクール）
と呼ばれ，修了者には会計修士（専門職）あるいは会
計学修士（専門職）が授与され，公認会計士試験の短
答式試験の受験科目の一部が免除される。
すなわち，専門職大学院とは，各分野の専門職とな
る知識と素養を身につける大学院である。従来の大学
院が，主に専門分野の研究者の育成に重点を置いてき
たのに対し，専門職大学院は，修了後，社会に出て，
即戦力となる人材いわば実践力を持った高度専門職業
人を養成するための大学院と言える。
専門職大学院は，理論と実務を架橋した教育を行
う，高度専門職業人養成に特化した大学院として平成
15年 4月に新設された。大学院における社会的・国
際的に通用する高度専門職業人養成に対する期待の急
速な高まりと実践的な教育の展開，及び「プロセス」
としての法曹養成制度の中核的教育機関構想を背景と
して創設されたものである。その特徴は，高度の技
能・技術を有する「実務家教員」を，必要専任教員中
3割以上置かなければならない（法科大学院は 2割以
上）。従来から研究業績を積み上げてきた「研究者教
員」とは別に，実務，つまり専門職業人として活躍し
てきた公認会計士などを 3割以上，教員として置かな
ければならないという規則がある。また，普通の大学
院の修士課程では，学位論文（修士論文）が義務づけ
られているが，専門職大学院では基本的には単位を積
み重ねることにより修了することができる。
（2）会計専門職大学院
会計専門職大学院は，平成 15年度から創設された
専門職大学院で，会計分野の人材養成を行う専門職大
学院である。その背景には，大学院における社会的・
国際的に通用する高度専門職業人養成に対する期待の
急速な高まりと実践的な教育の展開の必要性があっ
た。すなわち，企業経営の国際化ならびに金融市場の
グローバル化に伴い，会計基準や監査基準の国際化，
情報技術（IT）の高度化，さらに企業不正問題に対す
る公認会計士の社会的役割の重要性等から会計分野の
専門人材のニーズが急速に高まるとともに，職業倫理
教育の重要性が認識されてきたのである。
そこで，金融審議会公認会計士制度部会報告「公認
会計士監査制度の充実・強化」（平成 14年 12月 17日）
では，公認会計士の具体的拡充目標として，平成 30
年頃までに公認会計士の総数が 5万人程度の規模にな
ること，年間の試験合格者数が 2,000名から 3,000名
になることを目指すことが適切としている。平成 18
年公認会計士試験の合格者数 3,108人，平成 19年
4,041人（公認会計士・監査審査会「公認会計士・監
査審査会の活動状況（平成 19事務年度版）の公表に
ついて」平成 20年 8月 29日）と増えている。しか
し，わが国の公認会計士数は平成 19年 7月 31日現在
23,587人，アメリカの公認会計士の資格取得者が 30
数万人程いるのに対して極めて少ないと言える。
会計専門職大学院は，修了者には公認会計士試験の
短答式試験の受験科目の一部が免除されるという金融
庁の公認会計士試験制度とリンクした形での国家資格
試験と結びついた日本独自の大学院制度の創設と言え
る。
会計専門職大学院は，これまでに次の 17校で開設
されている。平成 16年度には中央大学専門職大学院
国際会計研究科，平成 17年度には青山学院大学大学
院会計プロフェッション研究科，関西学院大学専門職
大学院経営戦略研究科会計専門職専攻，千葉商科大学
大学院会計ファイナンス研究科，東北大学大学院経済
学研究科会計専門職専攻，法政大学大学院イノベー
ション・マネジメント研究科アカウンティング専攻，
北海道大学大学院経済学研究科会計情報専攻，明治大
学大学院会計専門職研究科，LEC東京リーガルマイ
ンド大学大学院高度専門職研究科会計専門職専攻，早
稲田大学大学院会計研究科，平成 18年度には愛知大
学大学院会計研究科会計専攻，大原大学院大学会計研
究科会計監査専攻，関西大学大学院会計研究科会計人
養成専攻，甲南大学大学院ビジネス研究科会計専攻，
立命館大学大学院経営管理研究科，平成 19年度には
愛知淑徳大学大学院ビジネス研究科会計専門職専攻，
兵庫県立大学大学院会計研究科会計専門職専攻が開校
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している。
（3）会計専門職大学院の会計教育
専門職大学院では，専門職学位課程の修了の要件と
して，規定の単位取得その他の教育課程の履修により
課程を修了することが必要である。標準修業年限は，
通例 2年（専攻分野の特性により特に必要がある場合
は 1年以上 2年未満）以上在学し，当該専門職大学院
が定める 30単位以上の修得その他の教育課程の履修
により課程を修了することとされている。
会計専門職大学院では，高度会計職業人育成のた
め，カリキュラムは，財務会計系，国際会計系，管理
会計系，監査系，企業法系，租税法系，経済系，経営
系，IT系などの分野で構成され，それぞれの分野の
授業科目は一般的に「基本科目」「発展科目」「応用科
目」「実践科目」等に分類されている。また，実践能
力を身につけるためのインターンシップまたはエクス
ターンシップの授業もある。
なお，公認会計士試験において短答式試験科目の一
部免除を受けるには，「簿記，財務諸表その他の財務
会計に属する科目」を 10単位以上，「原価計算その他
の管理会計に属する科目」を 6単位以上，「監査論そ
の他の監査に属する科目」を 6単位以上履修し，か
つ，合計で 28単位以上履修した上で「修士（専門
職）」の学位を授与された者という要件を満たす必要
がある（公認会計士試験規則第 6条）。
2．専修大学における高度会計専門職教育と専門職大
学院「会計研究科」創設の必要性
（1）大学院における高度会計職業人養成の現状
会計プロフェッショナルを育成する専門職大学院が
各大学において開設される等，会計を取り巻く大学院
教育が理論と実務能力を高める教育に移行しつつあ
る。会計専門職大学院は，公認会計士や税理士，ある
いは企業の財務担当者，会社の CFO（最高財務責任
者）など，会計分野のプロフェッショナルを育成する
大学院であり，公会計，環境会計など多様化する先端
的分野の理論，ケーススタディー，英文会計，情報技
術などの実践的な科目も配置している。すなわち，会
計専門職大学院は，必ずしも公認会計士資格取得のた
めだけの教育機関ではない。
また，青山学院大学，愛知大学，甲南大学などのカ
リキュラムは，税理士試験の科目免除（会計学・税法
学）に対応し，今後そのようなカリキュラムを採用す
る専門職大学院が増加する傾向にある。現在，17の
会計専門職大学院が開設されている。その開講形態
は，東北大学，愛知大学，関西大学，立命館，関西学
院など昼夜開講のものも多数ある。
さらに，青山学院大学は，会計専門職大学院に独立
したプロフェッショナル会計学専攻博士後期課程を開
設している。
（2）高度会計専門職養成と会計専門職大学院「会計研
究科」創設
専修大学大学院商学研究科商学専攻修士課程には，
現在，「アカデミックコース」「ビジネスコース」の 2
つが設置されている。「アカデミックコース」は，生
田キャンパスに開講し，主として研究者養成を目的と
している。「ビジネスコース」は，2002年 4月より，
神田キャンパスに開設し，社会人学生が便利な平日の
夜間と土曜日を用いて研究の場を提供している。本
コースのコンセプトは，地域と産業とアジアの発展を
支える実践的な人材の育成であり，多様な価値観と能
力を認め，グローバルスタンダードというよりリー
ジョナルスタンダードを究めることを通して，相対的
に自立し，完結していくような実践的な社会人の育成
を課題としている。このため，設定している科目も
マーケティング特論，商品学特論，流通政策特論，経
済学特論，金融論特論，証券市場論特論，企業論特
論，中小企業論特論，経営管理特論，アジア産業事情
特論などのほか，財務会計特論，管理会計特論，税法
特論，情報処理特論など多くの領域の科目がある。
しかしながら，「ビジネスコース」開設当初より会
計専門職を目指す社会人や新卒の受験生も多く，会計
及び税法の演習を希望し在籍している院生も毎年多数
いる。このような状況のもとで会計と税法を「ビジネ
スコース」の中で取り扱うことは教育上も研究上も必
ずしも効果的とは言えない。外部特に受験生にとって
教育・研究目的が理解しにくく，受験生の志望大学院
の選択肢は専門性に置かれ，彼らに研究科として会
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計・税法を志望し選択する際の指標を具体的に明示す
る必要があると認識せざるを得ない状況である。ま
た，今後の会計・税法の教育・研究体制の充実にも寄
与することにもなる。したがって，このような社会的
な需要により，高度な会計専門職の育成を目指した会
計専門職大学院「会計学研究科」の創設も必要であ
る。
大学院における会計教育は，日本大学大学院商学研
究科会計学専攻，駒澤大学商学研究科商学専攻・経営
学研究科経営学専攻など従来の大学院において行う大
学も多く見られる。東洋大学大学院経営学研究科で
は，公認会計士・税理士資格取得，ファイナンスのス
ペシャリストの育成，企業家・経営幹部養成などに対
応した，理論と実務能力の修得を目標とする昼夜開講
制のビジネス・会計ファイナンス専攻を開設した。成
蹊大学大学院経済経営研究科修士課程経営学専攻経
済・マネジメントコースでは，「高度税務プログラム」
を設置し，高度会計職業人の養成を目指している。ま
た，慶応大学大学院商学研究科修士課程商学専攻では
「会計職コース」を設置し，高度な会計理論及び演習
授業と，IT監査論・国際会計論・国際税務論・環境
会計論・非営利組織体会計論等の特殊分野・専門分野
の教育を通じて，幅広い専門知識職・ITやコミュニ
ケーション能力に優れ，かつ，理論に裏づけられた判
断力・応用力を持つ会計専門職等の養成を目指してい
る。
専修大学においては，短期的視点から，高度会計専
門職養成を目的として，商学研究科修士課程に，会
計・税務の専門教育に対応した理論と実践教育を内容
とする会計専攻を設置することも考えられる。また，
専修大学の会計教育に対する社会的注目度からして，
中長期的には会計専門職大学院を開設することも検討
しなければならないであろう。その場合，公認会計士
資格取得に特化せず，税理士資格取得等を含めた広く
会計プロフェッショナルの養成に対応したカリキュラ
ムを採用した会計専門職大学院「会計研究科」を設置
すべきである。
．会計専門職国家資格試験と大学院教育
1．専門職国家資格試験
大学院教育が関係する代表的国家資格試験として
は，公認会計士試験・税理士試験・司法試験の 3つが
ある。これらの資格試験は，独立開業の可能性・就職
の有利性から資格試験の総合ランキングでは常に上位
を占め高い評価を得ている。
これらの資格試験の合格者は，業務独占系の国家資
格である公認会計士・税理士・弁護士として，独立開
業ばかりでなく，会社及び法律・会計事務所等におい
ても勤務者としても貴重な戦力として評価されてい
る。
公認会計士・税理士・弁護士となるためには，それ
ぞれの国家試験に合格することが要件となるが，その
資格試験には，高度な専門知識・実務等の修得を要件
に，大学院教育を資格試験の受験要件とするもの，あ
るいは学位取得による試験科目一部免除という制度が
ある。
2．公認会計士試験
（1）公認会計士
公認会計士は，監査及び会計の専門家として，独立
した立場において，財務書類その他の財務に関する情
報の信頼性を確保することにより，会社等の公正な事
業活動，投資者及び債権者の保護等を図り，もって国
民経済の健全な発展に寄与することを使命とする（公
認会計士法第 1条）。すなわち，公認会計士の業務
は，企業の財政状態や経営状態が記された財務諸表が
適正かどうかを監査し，内容について意見表明や指導
を行う会計監査である。この業務は公認会計士と監査
法人のみが独占して行える業務である。そのほか，経
営コンサルティング業務や税務業務（税理士としての
登録が必要）等を行う。
（2）公認会計士試験と会計大学院の学位取得による試
験科目免除
公認会計士試験は，公認会計士になろうとする者に
必要な学識及びその応用能力を有するかどうかを判定
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することをその目的とし，短答式及び論文式による筆
記の方法により行われる。
短答式による試験は，①財務会計論（簿記論・財務
諸表論），②管理会計論，③監査論，④企業法の科目
について行われる。
次に，論文式による試験は，短答式による試験に合
格した者及び短答式による試験を免除された者（試験
科目の全部について試験を免除された者を含む。）
は，必須科目として，①会計学（財務会計論・管理会
計論），②監査論，③企業法，④租税法（法人税法
等），選択科目として，⑤経営学・経済学・民法・統
計学のうち 1科目選択について行われる。
なお，短答式による試験に合格した者に対しては，
その申請により，当該短答式による試験に係る合格発
表の日から起算して 2年を経過する日までに行われる
短答式による試験が免除される。
また，論文式による試験において，試験科目のうち
の一部の科目について公認会計士・監査審査会が相当
と認める成績を得た者については，その申請により，
当該論文式による試験に係る合格発表の日から起算し
て 2年を経過する日までに行われる論文式による当該
科目についての試験が免除される。
さらに，会計専門職大学院の修了による修士（専門
職）の学位を授与されたものは，申請により，短答式
による試験科目の①財務会計論，②管理会計論，③監
査論が免除される。
現在，会計専門職大学院は，北海道大学，東北大
学，青山学院大学，中央大学，早稲田大学等全国に
17校が開校されている。
3．税理士試験
（1）税理士
税理士は，税務に関する専門家として，独立した公
正な立場において，申告納税制度の理念にそって，納
税義務者の信頼に応え，租税に関する法令に規定され
た納税義務の適正な実現を図ることを使命とする（税
理士法第 1条）。すなわち，複雑な税法体系を解釈・
適用し，法人・個人の租税手続を代行し，租税に関す
る幅広いアドバイスを行う職業である。
税理士は，①税務代理，②税務書類の作成，③税務
相談という 3つの事務を行うことを業とし，この業務
を独占的に行うことができる（税理士法第 2条）。業
とは，一般に有償が前提であるが，税理士業務は，一
般に，営利目的ないし有償無償の別を問わず税理士以
外の者が行うことができないとされ，無償独占と解さ
れている。
①「税務代理」は税務行政庁に対する税法などの法
律に基づいた申告，申請，請求，不服申立てなどを行
うことであり，②「税務書類の作成」は税務申告書や
申請書などの書類を作成することであり，そして③
「税務相談」は税務申告・税務書類作成等について相
談に応ずることである。
平成 14年には，税理士法が改正され，税理士は，
税務訴訟に関して，補佐人として当事者又は税務代理
人（弁護士）とともに法廷に立ち，陳述することがで
きる旨（出廷陳述権）の規定が創設された。さらに，
平成 17年 6月に成立した会社法で，税理士が新たに
活躍できる会計参与の制度が創設された。
また，「税理士法人」の設立が認められ，法人化し
て，業務規模を拡大することも可能となった。
（2）税理士試験と大学院の学位取得による試験科目免除
税理士試験は，税理士となるのに必要な学識及びそ
の応用能力を有するかどうかを判定することを目的と
し，「税法に属する科目」から，①所得税法，②法人
税法，③相続税法，④消費税法又は酒税法，⑤国税徴
収法，⑥住民税又は事業税，⑦固定資産税から 3科目
（①②から 1科目必須），「会計学に属する科目」か
ら，⑧簿記論及び財務諸表論の 2科目に合格しなけれ
ばならない。
税理士試験の特徴は科目別合格制を採用し，合格科
目は以後本人の申請により受験科目から免除される。
さらに，大学院において「税法に属する科目等」
「会計学に属する科目等」に関する研究により修士の
学位を取得し，国税審議会の認定を受けた場合には，
試験科目のうち税法に属する科目の一部（2科目）と
会計学に属する科目の一部（1科目）が免除される。
また，同様に博士の学位取得に関しては税法に属する
科目 3科目，会計学に関する科目 2科目が免除され
る。
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4．大学院教育に認められた税理士試験免除とその要件
税理士試験においては，大学院の修士（博士前期）
課程又は博士（後期）課程に進学し，当該大学院で授
与された学位により税理士試験科目の免除を受けるこ
とができる。平成 14年にその免除に関する規定が，
資格取得の公平性から見直され，改正された。
平成 14年 4月 1日以後に大学院に進学し，そこで
授与された修士の学位等により税法に属する科目又は
会計学に属する科目の試験免除を受けようとする場
合，自己の研究が税法に属する科目等又は会計学に属
する科目等に関するものであることについて国税審議
会から認定を受ける必要がある（税理士法第 7条第 2
項又は第 3項）。
研究の認定を受けるためには，次の条件を満たして
いなければならない。
① 税法に属する科目の認定を受けるためには，大
学院において所得税法や法人税法などの税法に属
する科目等の研究により学位を授与されているこ
と。
② 会計学に属する科目の認定を受けるためには，
大学院において簿記論や財務諸表論などの会計学
に属する科目等の研究により学位を授与されてい
ること。
③ 申請する分野（税法に属する科目又は会計学に
属する科目）の試験科目のうち，1科目の試験で
基準（満点の 60％）以上の成績を得ていること
（いわゆる一部科目合格していること）。
なお，③の修士の学位等取得に係る研究について税
法に属する科目等に関するものであるとの認定申請を
するために必要な一部科目合格の科目は，税法に属す
る科目すなわち所得税法，法人税法，相続税法，消費
税法，酒税法，国税徴収法，住民税，事業税又は固定
資産税のいずれか 1科目である。したがって，この一
部科目合格の科目は，必須科目である所得税法又は法
人税法以外の科目でもよい。
同様に，会計学に属する科目等に関するものである
との認定申請をするために必要な一部科目合格の科目
は，簿記論又は財務諸表論のどちらかである。
この場合，認定申請する研究の内容と一部科目合格
の科目とが異なっている必要はない。また，この一部
科目合格の時期は認定申請前であればよく，大学院へ
の進学時期や修士の学位等の取得時期との前後を問わ
ない。
なお，博士の学位による試験免除制度については，
税理士法第 8条に次のとおり規定されている。
① 税法に属する科目等に関する研究により博士の
学位を授与された者は，国税審議会に免除申請を
行うことにより，税法に属する科目 3科目の試験
が免除される。
② 会計学に属する科目等に関する研究により博士
の学位を授与された者は，国税審議会に免除申請
を行うことにより，会計学に属する科目 2科目の
試験が免除される。
5．専門職大学院と税理士試験免除制度
専門職大学院制度が平成 15年 4月 1日から創設さ
れた。専門職大学院の課程を修了し，専門職学位であ
る「法務博士（専門職）」又は「修士（専門職）」を授
与された者も，当該学位取得に係る研究が税法に属す
る科目等又は会計学に属する科目等であるとの国税審
議会の認定を受けた場合には，試験科目の免除を受け
ることができる。
ここで，「学位取得に係る研究」とは，当該専門職
大学院の学則等において，学位論文の作成にあたって
指導教授から必要な研究指導を受けた上，当該専門職
大学院の行う学位論文の審査及び試験に合格すること
が「必修」又は「選択必修」としての修了要件とされ
ている研究科を修了する際に行った研究を指す。
したがって，専門職大学院の課程を修了し，「法務
博士（専門職）」又は「修士（専門職）」の学位を授与
された方が国税審議会の認定を受けるためには，修士
課程を修了した方と同様，研究指導に基づく学位論文
（当該専門職学位課程の学位請求のために提出するこ
ととされている論文）の写しを提出する必要がある。
「選択必修」としての修了要件とは，当該専門職大
学院の学則等において，学位請求にあたり常に必修と
されているわけではないが，学生の選択により研究指
導に基づく学位論文を作成できることが規定されてお
り，学位論文作成を選択した場合は当該学位論文の審
査及び試験に合格することが修了要件とされる場合を
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言う。
専門職大学院設置基準上は，課程の修了要件として
論文の提出が必須とされていないが，国税審議会の認
定を受けようとする方は，修士課程を修了した方と同
様，研究指導に基づく学位論文（当該専門職学位課程
の学位請求のために提出することとされている論文）
の写しを提出する必要がある。
そのため，専門職大学院の課程を修了し，専門職学
位である「法務博士（専門職）」又は「修士（専門
職）」を授与された者が試験科目の免除を受けるため
には，当該専門職大学院の学則等において，学位論文
の作成にあたって指導教授から必要な研究指導を受け
た上，当該専門職大学院の行う学位論文の審査及び試
験に合格することが「必修」又は「選択必修」として
の修了要件とされている研究科を修了する必要があ
る。したがって，上記の研究指導に基づく学位論文の
写しを提出することができない者は，試験科目の免除
の対象にはならない。
6．公認会計士試験と税理士資格
公認会計士においては，税理士となる資格を有する
者又は税理士試験科目のうち簿記論及び財務諸表論の
2科目について合格した者（大学院において授与され
た修士の学位等により会計学に属する科目の試験免除
を受けた者を含む）は，短答式による財務会計論の試
験が免除されるとともに，税理士となる資格を有する
者は論文式の試験科目のうち租税法が免除される（公
認会計士法第 9条 2項及び第 10条 1項）。
．おわりに―会計学部・会計研究科の一貫教育―
以上述べてきたところから，専修大学創立 130周年
及び会計学科創設 40周年を迎えるにあたり，第 2の
現実として「会計の専修」として復活するため，今
後，専修大学において「社会知性」の開発を具体化す
ることのできる会計教育体制として「会計学部」，さ
らに会計専門職大学院「会計研究科」の創設を提案す
る。その場合，公認会計士資格取得に特化せず，税理
士資格取得等を含めた広く会計プロフェッショナルの
養成に対応したカリキュラムを採用した会計専門職大
学院「会計研究科」を設置すべきである。
今後将来にわたり，「会計の専修」として社会の要
請に応えるためには，「会計学部」と専門職大学院
「会計研究科」を創設し，一貫教育による高度会計職
業人の養成を目指すことが必要である。学部・大学院
の一貫教育は，学生・院生の教育面ばかりか，教員組
織の面においても効率的であると考えるからである。
最後に，今後も，専修大学が「会計の専修」として
更に発展し，卒業生が自信を持って社会・会計業界に
おいて活躍されることを祈っている。
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